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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第21期
第１四半期
累計(会計)期間

第22期
第１四半期
累計(会計)期間

第21期

会計期間
自平成20年５月１日
至平成20年７月31日

自平成21年５月１日
至平成21年７月31日

自平成20年５月１日
至平成21年４月30日

売上高（千円） 171,613 25,906 530,154

経常損失（千円） 144,235 62,649 819,698

四半期（当期）純損失（千円） 144,985 61,791 926,510

持分法を適用した場合の投資利益（千円） － － －

資本金（千円） 1,274,424 1,274,424 1,274,424

発行済株式総数（株） 10,663 10,663 10,663

純資産額（千円） 1,294,801 451,486 513,277

総資産額（千円） 1,707,039 958,281 1,002,868

１株当たり純資産額（円） 121,429.42 42,341.38 48,136.30

１株当たり四半期（当期）純損失金額（円） 13,597.09 5,794.91 86,890.22

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利

益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － －

自己資本比率（％） 75.9 47.1 51.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
243,142 △96,927 △245,605

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△7,586 2,742 △22,500

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△7,170 △3,000 208,700

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高

（千円）
472,148 87,172 184,356

従業員数（人） 71 32 33

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの、1株当たり四

半期（当期）純損失であるため記載しておりません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。　
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２【事業の内容】

　当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期会計期間において、該当事項はありません。

４【従業員の状況】

　　　提出会社の状況 平成21年７月31日現在

　　　従業員数（人） 32 　

　　（注）　従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社は単一事業部門でありますので、生産実績、受注状況、販売実績を品目別に示すと次のとおりであります。
　
(1）生産実績

　  当第１四半期会計期間の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目別

当第１四半期会計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日）
金額（千円）　

前年同四半期比（％）　

半導体パッケージ外観検査装置 19,049 22.7

 テープ検査装置 13,184 22.0

 ＢＧＡ／リードフレーム検査装置 5,865 24.3

基板ＡＯＩ検査装置 103,942 －

その他 8,205 13.2

合計 131,197 89.8

　 （注）１．金額は販売価格によっております。

　　　　 ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

         ３．「半導体パッケージ外観検査装置」の小区分である従来の「ＢＧＡ検査装置」と「リードフレーム検査装

　　　　　　置」は、当第１四半期会計期間より「ＢＧＡ／リードフレーム検査装置」に統合して掲記しております。

　　　　 ４．「半導体パッケージ外観検査装置」の小区分であった「基板ＡＯＩ検査装置」は、当第１四半期会計期間

　　　　　　より大区分として掲記しております。

　　　　 ５．「フラットパネルディスプレイ検査装置」は、事業を継続してまいりますが、対象となる取引が前事業年

　　　　　　度よりないため、当第１四半期会計期間より区分から除外しております。

　　　　 ６．品目の種類・性質の類似性を考慮して、当第１四半期会計期間より「その他」から「テープ検査装置」に

　　　　　　組み替えたものが13,184千円あります。

         ７．前年同四半期比については、変更後の区分に置き換えた数値に基づき算出しております。

　

(2）受注状況

　当第１四半期会計期間の受注状況を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目別
受注高
（千円）

前年同四半期比
（％）

受注残高
（千円）

前年同四半期比
（％）

半導体パッケージ外観検査装置 83,200 516.8 83,200 166.4

 テープ検査装置 20,200 125.5 20,200 40.4

 ＢＧＡ／リードフレーム検査装置 63,000 － 63,000 －

基板ＡＯＩ検査装置 103,800 － 103,800 －

その他 14,385 18.5 5,409 9.5

合計 201,385 214.9 192,409 179.8

 　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

         ２．「半導体パッケージ外観検査装置」の小区分である従来の「ＢＧＡ検査装置」と「リードフレーム検査装

　　　　　　置」は、当第1四半期会計期間より「ＢＧＡ／リードフレーム検査装置」に統合して掲記しております

　　　　 ３．「半導体パッケージ外観検査装置」の小区分であった「基板ＡＯＩ検査装置」は、当第１四半期会計期間

　　　　　　より大区分として掲記しております。

　　　　 ４．「フラットパネルディスプレイ検査装置」は、事業を継続してまいりますが、対象となる取引が前事業年

　　　　　　度よりないため、当第１四半期会計期間より区分から除外しております。

　　　　 ５．品目の種類・性質の類似性を考慮して、当第１四半期会計期間より「その他」から「テープ検査装置」に

　　　　　　組み替えておりますが、金額に影響はありません。

         ６．前年同四半期比については、変更後の区分に置き換えた数値に基づき算出しております。
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(3）販売実績

　当第１四半期会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目別

当第１四半期会計期間
（自　平成21年５月１日
   至　平成21年７月31日)

金額（千円）

前年同四半期比（％）　

半導体パッケージ外観検査装置 9,280 6.8

 テープ検査装置 9,280 6.8

 ＢＧＡ／リードフレーム検査装置 － －

基板ＡＯＩ検査装置 － －

その他 16,626 48.0

合計 25,906 15.1

 　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

         ２．「半導体パッケージ外観検査装置」の小区分である従来の「ＢＧＡ検査装置」と「リードフレーム検査装

　　　　　　置」は、当第1四半期会計期間より「ＢＧＡ／リードフレーム検査装置」に統合して掲記しております

　　　　 ３．「半導体パッケージ外観検査装置」の小区分であった「基板ＡＯＩ検査装置」は、当第１四半期会計期間

　　　　　　より大区分として掲記しております。

　　　　 ４．「フラットパネルディスプレイ検査装置」は、事業を継続してまいりますが、対象となる取引が前事業年

　　　　　　度よりないため、当第１四半期会計期間より区分から除外しております。

　　　　 ５．品目の種類・性質の類似性を考慮して、当第１四半期会計期間より「その他」から「テープ検査装置」に

　　　　　　組み替えたものが928千円あります。

         ６．前年同四半期比については、変更後の区分に置き換えた数値に基づき算出しております。

　　　　 ７．前第１四半期会計期間及び当第１四半期会計期間の主要な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売

　　　　　　実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第１四半期会計期間
(自　平成20年５月１日
至　平成20年７月31日)

当第１四半期会計期間
(自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日)

金額
（千円）

割合
（％）

金額
（千円）

割合
（％）

日立電線フィルムデバイス株式会社 － － 9,930 38.3

住友金属鉱山株式会社 141,312 82.3 4,396 17.0

日立電線株式会社 － － 3,310 12.8

コーニングジャパン株式会社 － － 3,240 12.5
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２【事業等のリスク】

　 当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断上、重要と考えられる事

 項には、以下のようなものがあります。

　 なお、文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　

(1) 継続企業の前提に関する重要事象等

　  当社は、前々事業年度において23,891千円の営業損失を計上し、前事業年度においては売上高が530,154千円

　（前々事業年度2,059,634千円）と著しく減少するとともに、819,265千円の営業損失を計上しております。また、

　当第１四半期累計期間においても62,248千円の営業損失を引き続き計上しております。当該状況により、継続企業

　の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。   

　

(2) 繰越利益剰余金のマイナスについて

　  当社は、前事業年度末において繰越利益剰余金は△1,418,872千円 でありましたが、当第１四半期累計期間で計

　上した四半期純損失61,791千円及び固定資産圧縮積立金取崩額306千円により当第１四半期会計期間末の繰越利益剰

　余金は△1,480,357千円になりました。

　

(3）マザーズ上場廃止基準（時価総額基準）への抵触について            

　  当社は、平成20年８月に、東京証券取引所有価証券上場規程第603条第１項第５号aに基づくマザーズ上場廃止基

  準に抵触し、マザーズ上場廃止の猶予期間に入りましたが、平成21年７月末において、「月間平均時価総額」及び

　「月末時価総額」が３億円以上となったため、上場廃止基準に抵触しないこととなりました。

　　また、上記上場廃止基準である時価総額３億円は、東京証券取引所による平成21年12月末を期限とする上場廃止

  基準の緩和により、本来５億円である時価総額基準が３億円に変更されたものであります。そのため、平成21年12

　月までに「月間平均時価総額」または「月末時価総額」が３億円未満となった場合や上記緩和措置が延長されない

　場合で平成22年１月以降に５億円以上の時価総額とならない場合は、再度上場廃止基準に抵触し、９か月の猶予期

　間に入ることとなります。当社の株式がマザーズ上場廃止となった場合は、上場市場での売買ができなくなり、換

  金性が著しく低下いたします。

　

(4）マザーズ上場廃止基準（流通株式時価総額基準）への抵触について            

　　当社は、平成21年４月に、東京証券取引所有価証券上場規程第603条第１項第２号bに基づくマザーズ上場廃止基

　準に抵触し、マザーズ上場廃止の猶予期間に入っております。

  　当社の「流通株式時価総額」が平成21年10月末日時点で1.5億円以上、または、猶予期間である平成22年４月末日

　時点で2.5億円以上（東京証券取引所による平成21年12月末を期限とする上場廃止基準の緩和により、平成21年12月

　までは1.5億円）とならない場合は、当該規程により当社の株式は平成22年５月の整理銘柄期間１か月を経て、上場

　廃止となります。当社の株式がマザーズ上場廃止となった場合は、上場市場での売買ができなくなり、換金性が著

　しく低下いたします。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

（1）業績の状況　

　　 当第１四半期会計期間における日本経済は、政府による政策の効果もあり個人消費や生産活動の一部に復調の兆

 しが見えてきたものの、設備投資や雇用・所得環境は引続き厳しく自律的な回復には至っていないほか、欧米経済

 も景気の底入れを確認できるにはなお時間を要すると思われます。

   当社の関連しておりますエレクトロニクス業界におきましては、電子部品業界、液晶関連業界及び半導体関連業

 界ともに在庫調整が一巡したことに加え、中国向け輸出が下支えとなり生産活動に持ち直しが見られますが、各社

 とも設備投資に踏み切る状況には至っておらず厳しい状況が続いております。

　 このような状況の中で、当社は、新製品の高密度プリント基板、ハイエンドのＩＣパッケージ基板に対応した高

 性能パターン検査装置（基板ＡＯＩ）とファイン化に対応したＢＧＡ・ＣＳＰ検査装置を中心に受注獲得に努め

て

 まいりました。

　 しかしながら、予想を超えるエレクトロニクス業界の投資規模の縮小により、重要案件で契約の成立に至らず、

 売上高は計画に対して未達となり、業績面では誠に遺憾ながら営業利益段階で引き続き赤字を計上することとなり

 ました。　

　 研究開発では、高性能パターン検査装置（基板ＡＯＩ）の応用開発や競争力のある製品ラインナップの拡充を図

 るべく可能な限りの応用分野の製品開発に注力しております。

    この結果、売上高は25百万円（前年同四半期比84.9％減）、営業損失62百万円（前年同四半期は営業損失１億43

　百万円）、経常損失62百万円（前年同四半期は経常損失１億44百万円）、四半期純損失61百万円（前年同四半期は

　四半期純損失１億44百万円）となりました。

　

（2）財政状態の分析

     当第１四半期会計期間末における資産の部は、前事業年度末に比べ44百万円減少し、９億58百万円となりまし

　 た。これは主に、現金及び預金が97百万円減少したことによるものであります。

　   負債の部では、前事業年度末に比べ17百万円増加し、５億６百万円となりました。これは主に、支払手形及び買

   掛金が25百万円増加したことによるものであります。

　   純資産の部では、前事業年度末に比べ61百万円減少し、４億51百万円となりました。これは、四半期純損失61百

   万円を計上したことによるものであります。

　　

（3）キャッシュ・フローの状況

　   当第１四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前四半期純損失を計上　

　 するとともに、たな卸資産の増加によって営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスとなり、前事業年度末に

　 比べ97百万円減少し、当第１四半期会計期間末には87百万円となりました。

  　 当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。　

   （営業活動によるキャッシュ・フロー）

　   営業活動の結果使用した資金は96百万円(前年同四半期は２億43百万円の収入)となりました。これは主に、売上

　 債権の減少19百万円、たな卸資産の増加76百万円及び税引前四半期純損失61百万円によるものであります。

   （投資活動によるキャッシュ・フロー）

　   投資活動の結果得られた資金は２百万円(前年同四半期は７百万円の使用)となりました。これは主に、保険積立

　 金の解約による収入３百万円によるものであります。

   （財務活動によるキャッシュ・フロー）

　   財務活動の結果使用した資金は３百万円(前年同四半期は７百万円の使用)となりました。これは、長期借入金の

　 返済による支出３百万円によるものであります。

　

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　 当第１四半期会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

　 ません。　

　

（5）研究開発活動

　　 当第１四半期会計期間における研究開発活動の金額は、８百万円であります。

　　 なお、当第１四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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（6）継続企業の前提に関する重要事象等の対応策について

   　当社は継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。当社は、当該状況を解消する

   ために、次のとおりビジネスモデル及び経営戦略の改革を実行し、事業の安定化及び財務体質の強化を図ってまい

   ります。

　 当社は、ＴＡＢテープやＢＧＡ・ＣＳＰ等の半導体パッケージ及びプリント基板の外観検査装置を主力製品とし

 ており、新製品開発のために先行して研究開発投資を実施しております。しかしながら、現在、半導体市場の需要

 の冷え込み及び価格の下落により、半導体関連の設備投資が抑制されており、当社をとりまく事業環境は急激かつ

 著しく悪化しております。

　 当社は、このような事業環境の変化に柔軟に対応できる企業体質を構築するため、次の取り組みにより売上拡大

 を実現し、収益基盤の安定化を図ってまいります。

 １．検査対象を半導体パッケージからプリント基板及び精密電子部品等に裾野を広げることで検査装置の製品ライ

     ンナップの拡充を図り、当社の強みであるファインパターン検査技術及び高速連続検査技術によって、ユーザ

     ーの検査ニーズに対する高度なソリューションを提供してまいります。

 ２．ＦＡシステム事業を再開し、ユーザーにおける生産プロセスの自動化ニーズへのソリューションを提供してま

     いります。

　 また、費用面においては、研究開発投資を戦略製品の開発に集中させることで、事業規模とのバランスを図る一

 方、組織のスリム化や業務フローの見直し等、業務全般の徹底した改善による効率化を図り、更には人員の削減及

 び給与体系の見直しを実施したことで固定費を圧縮し、営業利益の改善を推進しております。

　 資金面につきましては、今後の厳しい事業環境を踏まえ、これまで以上に主要取引金融機関に対して継続的な支

 援が得られるよう良好な関係を築き、資金調達や資金繰りの安定化に努めてまいりますので、資金面では問題はな

 いと考えております。

　 しかしながら、これらの対応策は実施途上にあり、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

 れます。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

    当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

    当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

  りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

　①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 33,000

計 33,000

　②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年７月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年９月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,663 10,663
東京証券取引所

（マザーズ）

当社は単元株制

度を採用してお

りません。

計 10,663 10,663 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

①　旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権（平成12年３月６日臨時株主総会決議）

区分
第１四半期会計期間末現在
（平成21年７月31日）

新株予約権の数 －

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　　　　　　101

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　　　　１株当たり 　100,000

新株予約権の行使期間
　　　　平成14年３月７日から

　　　　平成22年３月５日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

　　　　　発行価格　　　100,000　

資本組入額 　　50,000

新株予約権の行使の条件

・新株引受権者は当社の取締役または使用人でなくなっ

たとき、新株引受権を喪失する。

・新株引受権者が死亡した場合、本新株引受権は、同人相

続人が相続する。

・その他の条件は、当社と新株引受権者との間で締結する

契約に定める。

新株予約権の譲渡に関する事項 ・新株引受権は、第三者に譲渡することはできない。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、決議された数から株式分割、権利の行使後の調整した数を記載しており

ます。

 　　　 ２．当社が株式分割等により、発行価額（権利行使額）を下回る払込価額で新株式を発行する場合は、次の計算

            式により調整されます。調整後、１株未満の端株が発生した場合は切り捨てるものとしております。

調整後新株数　　＝
調整前新株数　×　調整前発行額

調整後発行価額

３．当社が株式分割等により権利行使価額を下回る払込価額で新株式を発行する場合には、権利行使価額を次の

算式により調整し、調整後、１株未満の端株が発生した場合は切り捨てるものとしております。

 

調整後行使価額　＝

既発行株式数
×

調整前

行使価額
＋

新発行株式数
×

１株当たり

払込金額

既発行株式数　＋　新発行株式数

EDINET提出書類

インスペック株式会社(E02356)

四半期報告書

11/28



 　　 ②　新株予約権（平成15年７月25日定時株主総会決議）

区分
第１四半期会計期間末現在
（平成21年７月31日）

新株予約権の数（個） 79

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 158

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　　200,000

新株予約権の行使期間
平成17年８月１日から

平成25年７月24日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　200,000

資本組入額　　100,000

新株予約権の行使の条件

・新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者にお

いて、これを行使することを要する。ただし、相続により

新株予約権を取得した場合はこの限りでない。

・新株予約権発行時において当社または当社子会社の取

締役および従業員であった者は、新株予約権行使時にお

いても当社、当社子会社または当社の関係会社の役員ま

たは従業員であることを要する。ただし、任期満了によ

る退任、定年退職その他正当な理由のある場合ならびに

相続により新株予約権を取得した場合はこの限りでな

い。

新株予約権の譲渡に関する事項 ・新株予約権は、第三者に譲渡することはできない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、決議された数から株式分割、権利の行使又は退職による権利喪失後の調

整した数を記載しております。

 　　　 ２．当社が株式分割又は株式併合を行なう場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとしており

            ます。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株

            式の数について行なわれ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとしており

            ます。

調整後株式数　　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

３．当社が行使価額を下回る払込価額で新株式を発行又は自己株式の処分をする場合には、次の算式により行使

価額を調整し、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとしております。

 

調整後行使価額　＝

既発行

株式数
×

調整前

行使価額
＋

新発行株式数又は

処分株式数
×

１株当たり払込金額又

は未処分価額

既発行株式数　＋　新発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数としております。
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③　新株予約権（平成16年３月19日臨時株主総会決議）

区分
第１四半期会計期間末現在
（平成21年７月31日）

新株予約権の数（個） 540

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,080

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　　200,000

新株予約権の行使期間
平成18年４月１日から

平成26年３月18日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　200,000

資本組入額　　100,000

新株予約権の行使の条件

・新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者にお

いて、これを行使することを要する。ただし、相続により

新株予約権を取得した場合はこの限りでない。

・新株予約権発行時において当社または当社子会社の取

締役および従業員であった者は、新株予約権行使時にお

いても当社、当社子会社または当社の関係会社の役員ま

たは従業員であることを要する。ただし、任期満了によ

る退任、定年退職その他正当な理由のある場合ならびに

相続により新株予約権を取得した場合はこの限りでな

い。

新株予約権の譲渡に関する事項 ・新株予約権は、第三者に譲渡することはできない。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、決議された数から株式分割、権利の行使又は退職による権利喪失後の調

整した数を記載しております。

２．当社が株式分割又は株式併合を行なう場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとしており

ます。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式

の数について行なわれ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとしておりま

す。

調整後株式数　　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

３．当社が行使価額を下回る払込価額で新株式を発行又は自己株式の処分をする場合には、次の算式により行使

価額を調整し、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとしております。

 

調整後行使価額　＝

既発行

株式数
×

調整前

行使価額
＋

新発行株式数又は

処分株式数
×

１株当たり払込金額又

は未処分価額

既発行株式数　＋　新発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数としております。
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④　新株予約権（平成17年７月29日定時株主総会決議）

区分
第１四半期会計期間末現在
（平成21年７月31日）

新株予約権の数（個） 48

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 96

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　　200,000

新株予約権の行使期間
平成19年８月１日から

平成27年７月28日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　200,000

資本組入額　　100,000

新株予約権の行使の条件

・新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者にお

いて、これを行使することを要する。ただし、相続により

新株予約権を取得した場合はこの限りでない。

・新株予約権発行時において当社または当社子会社の取

締役および従業員であった者は、新株予約権行使時にお

いても当社、当社子会社または当社の関係会社の役員ま

たは従業員であることを要する。ただし、任期満了によ

る退任、定年退職その他正当な理由のある場合ならびに

相続により新株予約権を取得した場合はこの限りでな

い。

新株予約権の譲渡に関する事項 ・新株予約権は、第三者に譲渡することはできない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、決議された数から株式分割、権利の行使又は退職による権利喪失後の調

整した数を記載しております。

２．当社が株式分割又は株式併合を行なう場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとしており

ます。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式

の数について行なわれ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとしておりま

す。

調整後株式数　　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

３．当社が行使価額を下回る払込価額で新株式を発行又は自己株式の処分をする場合には、次の算式により行使

価額を調整し、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとしております。

 

調整後行使価額　＝

既発行

株式数
×

調整前

行使価額
＋

新発行株式数又は

処分株式数
×

１株当たり払込金額又

は未処分価額

既発行株式数　＋　新発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数としております。
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年５月１日～

 平成21年７月31日
－ 10,663 － 1,274,424 － 605,524

（５）【大株主の状況】

　当第１四半期会計期間において、松本富吉氏から平成21年７月２日付で提出された大量保有報告書により、

平成21年６月30日現在で1,544株を所有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認で

きないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　また、小林晃氏から平成21年５月18日付で提出された大量保有報告書により、平成21年５月11日現在で554株

を所有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有

株式数の確認ができません。

　

　　なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。　

　氏名又は名称 　住所 　所有株式数（株）
　発行済株式総数に対する

  所有株式数の割合（％）

　松本　富吉 　京都市中京区 　　　　1,544 　             14.48

　小林　晃 　秋田県仙北市 　        554　              5.20
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成21年４月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

　①【発行済株式】

 平成21年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式    10,663 10,663 －

端株 － － －

発行済株式総数 10,663 － －

総株主の議決権 － 10,663 －

 

　②【自己株式等】

 平成21年７月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年５月 ６月 ７月

最高（円） 17,800 38,800 39,500

最低（円） 11,600 22,500 24,510

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期累計期間（平成20年５月１日から平成20年７月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に

基づき、当第１四半期会計期間（平成21年５月１日から平成21年７月31日まで）及び当第１四半期累計期間（平成21

年５月１日から平成21年７月31日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期累計期間（平成20年５月１日から平成20

年７月31日まで）に係る四半期財務諸表並びに当第１四半期会計期間（平成21年５月１日から平成21年７月31日ま

で）及び当第１四半期累計期間（平成21年５月１日から平成21年７月31日まで）に係る四半期財務諸表について、あ

ずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成21年７月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年４月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 87,172 184,356

受取手形及び売掛金 99,699 119,292

仕掛品 184,979 106,781

原材料及び貯蔵品 39,101 40,480

その他 38,112 31,765

貸倒引当金 △300 △400

流動資産合計 448,765 482,277

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 395,220 401,927

その他（純額） 47,000 47,880

有形固定資産合計 ※
 442,221

※
 449,808

無形固定資産 31,025 32,196

投資その他の資産 36,268 38,586

固定資産合計 509,516 520,590

資産合計 958,281 1,002,868

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 52,013 26,949

１年内返済予定の長期借入金 55,280 50,660

未払法人税等 2,062 4,997

製品保証引当金 890 2,070

その他 17,074 17,612

流動負債合計 127,321 102,289

固定負債

長期借入金 349,720 357,340

その他 29,754 29,962

固定負債合計 379,474 387,302

負債合計 506,795 489,591

純資産の部

株主資本

資本金 1,274,424 1,274,424

資本剰余金 605,524 605,524

利益剰余金 △1,428,462 △1,366,671

株主資本合計 451,486 513,277

純資産合計 451,486 513,277

負債純資産合計 958,281 1,002,868
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成20年５月１日
　至　平成20年７月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年５月１日
　至　平成21年７月31日)

売上高 171,613 25,906

売上原価 170,773 23,763

売上総利益 840 2,143

販売費及び一般管理費 ※1
 144,615

※1
 64,391

営業損失（△） △143,774 △62,248

営業外収益

受取配当金 403 －

保険解約返戻金 － 631

補助金収入 － 803

その他 149 71

営業外収益合計 553 1,506

営業外費用

支払利息 844 1,858

その他 169 50

営業外費用合計 1,013 1,908

経常損失（△） △144,235 △62,649

特別利益

貸倒引当金戻入益 2,200 100

特別退職一時金戻入額 － 1,524

特別利益合計 2,200 1,624

特別損失

事務所解約損 1,444 －

その他 422 －

特別損失合計 1,866 －

税引前四半期純損失（△） △143,902 △61,024

法人税、住民税及び事業税 1,291 974

法人税等調整額 △208 △208

法人税等合計 1,083 766

四半期純損失（△） △144,985 △61,791
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成20年５月１日
　至　平成20年７月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年５月１日
　至　平成21年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △143,902 △61,024

減価償却費 21,418 8,757

支払利息 844 1,858

受取利息及び受取配当金 △403 －

事務所解約損 1,444 －

売上債権の増減額（△は増加） 528,378 19,593

たな卸資産の増減額（△は増加） 40,228 △76,817

仕入債務の増減額（△は減少） △115,967 25,064

その他 △83,983 △9,387

小計 248,057 △91,956

利息及び配当金の受取額 403 －

利息の支払額 △95 △1,159

法人税等の支払額 △5,222 △3,811

営業活動によるキャッシュ・フロー 243,142 △96,927

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △151 －

無形固定資産の取得による支出 △8,371 －

その他 935 2,742

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,586 2,742

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △7,170 △3,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,170 △3,000

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 228,386 △97,184

現金及び現金同等物の期首残高 243,761 184,356

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 472,148

※
 87,172
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【継続企業の前提に関する注記】

前第１四半期会計期間

（自 平成20年５月１日

　　至 平成20年７月31日）

当第１四半期会計期間

（自 平成21年５月１日

　　至 平成21年７月31日）

　

　―

当社は、前々事業年度において23,891千円の営業損失を計上

し、前事業年度においては売上高が530,154千円（前々事業年

度2,059,634千円）と著しく減少するとともに、819,265千円の

営業損失を計上しております。また、当第１四半期累計期間に

おいても62,248千円の営業損失を引き続き計上しております。

当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる

ような状況が存在しております。

当社は、当該状況を解消するために、次のとおりビジネスモ

デル及び経営戦略の改革を実行し、事業の安定化及び財務体

質の強化を図ってまいります。

当社は、ＴＡＢテープやＢＧＡ・ＣＳＰ等の半導体パッ

ケージ及びプリント基板の外観検査装置を主力製品としてお

り、新製品開発のために先行して研究開発投資を実施してお

ります。しかしながら、現在、半導体市場の需要の冷え込み及

び価格の下落により、半導体関連の設備投資が抑制されてお

り、当社をとりまく事業環境は急激かつ著しく悪化しており

ます。

当社は、このような事業環境の変化に柔軟に対応できる企

業体質を構築するため、次の取り組みにより売上拡大を実現

し、収益基盤の安定化を図ってまいります。

１．検査対象を半導体パッケージからプリント基板及び精

　　密電子部品等に裾野を広げることで検査装置の製品ラ

　　インナップの拡充を図り、当社の強みであるファイン

　　パターン検査技術及び高速連続検査技術によって、ユ

　　ーザーの検査ニーズに対する高度なソリューションを

　　提供してまいります。

２．ＦＡシステム事業を再開し、ユーザーにおける生産プ

　　ロセスの自動化ニーズへのソリューションを提供して

　　まいります。

また、費用面においては、研究開発投資を戦略製品の開発に

集中させることで、事業規模とのバランスを図る一方、組織の

スリム化や業務フローの見直し等、業務全般の徹底した改善

による効率化を図り、更には人員の削減及び給与体系の見直

しを実施したことで固定費を圧縮し、営業利益の改善を推進

しております。

資金面につきましては、今後の厳しい事業環境を踏まえ、こ

れまで以上に主要取引金融機関に対して継続的な支援が得ら

れるよう良好な関係を築き、資金調達や資金繰りの安定化に

努めてまいりますので、資金面では問題はないと考えており

ます。

しかしながら、これらの対応策は実施途上にあり、現時点で

は継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、四半期財務諸表は継続企業を前提として作成してお

り、このような継続企業の前提に関する重要な不確実性の影

響を四半期財務諸表には反映しておりません。
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

 
 
 

当第１四半期会計期間 
（自　平成21年５月１日 
 至　平成21年７月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 原材料の評価方法の変更

　前事業年度の第３四半期会計期間より、原材料の評価方法について先入先出

法から移動平均法に変更したため、前第１四半期会計期間と当第１四半期会

計期間で原材料の評価方法が異なっております。

　なお、前第１四半期会計期間に変更後の評価方法を適用した場合、当該期間

の売上総利益が2,309千円増加し、営業損失、経常損失及び税引前四半期純損

失が2,386千円それぞれ減少しております。

　

　

【簡便な会計処理】

　

 
 
 

当第１四半期会計期間 
（自　平成21年５月１日 
 至　平成21年７月31日）

固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっております。

　

　

　

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成21年７月31日）

前事業年度末
（平成21年４月30日）

※ 　有形固定資産の減価償却累計額は、277,005千円であり

ます。

　

　

※ 　有形固定資産の減価償却累計額は、269,572千円であり

ます。

　

　

（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成20年５月１日
　  至　平成20年７月31日）

　
当第１四半期累計期間
（自　平成21年５月１日
　  至　平成21年７月31日）

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

　研究開発費 71,911千円 　給与及び手当 13,586千円

　支払手数料 13,395千円

 

　２ 当社では、主として顧客の増産が集中する第４四半期

会計期間に需要が多く、第４四半期会計期間の売上高

及び営業費用が著しく増加する傾向があります。

　２ 　　　　　　　　　　同左

　

　

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成20年５月１日
至　平成20年７月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年７月31日現在） （平成21年７月31日現在）

現金及び預金勘定 472,148千円

現金及び現金同等物 472,148千円

 

現金及び預金勘定 87,172千円

現金及び現金同等物 87,172千円
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（株主資本等関係）

当第１四半期会計期間末（平成21年７月31日）及び当第１四半期累計期間（自　平成21年５月１日　至　平成21年

７月31日）

　１．発行済株式の種類及び総数

 　 　普通株式  　　10,663株 

　２．自己株式の種類及び株式数

　　　該当事項はありません。

　３．新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

　４．配当に関する事項

　　　該当事項はありません。

（有価証券関係）

該当事項はありません。

　

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

　

（持分法損益等）

当社は、関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成21年７月31日）

前事業年度末
（平成21年４月30日）

１株当たり純資産額 42,341.38円 １株当たり純資産額 48,136.30円

２．１株当たり四半期純損失金額等

前第１四半期累計期間
（自　平成20年５月１日
至　平成20年７月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日）

１株当たり四半期純損失金額 13,597.09円 １株当たり四半期純損失金額 5,794.91円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失で

あるため記載しておりません。

 

（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成20年５月１日
至　平成20年７月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日）

１株当たり四半期純損失金額         

四半期純損失（千円） 144,985 61,791

普通株主に帰属しない金額（千円） － －　

普通株式に係る四半期純損失（千円） 144,985 61,791

期中平均株式数（株） 10,663 10,663

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

           ――            ――

（重要な後発事象）

　　　  該当事項はありません。

（リース取引関係）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年９月12日

インスペック株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山下　隆　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 原田　清朗　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 杉山　勝　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているインスペック株式会

社の平成20年５月１日から平成21年４月30日までの第21期事業年度の第１四半期累計期間（平成20年５月１日から平成20

年７月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、インスペック株式会社の平成20年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年９月14日

インスペック株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山下　隆　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 杉山　勝　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているインスペック株式会

社の平成21年５月１日から平成22年４月30日までの第22期事業年度の第１四半期会計期間（平成21年５月１日から平成21

年７月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成21年５月１日から平成21年７月31日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、インスペック株式会社の平成21年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

追記情報

１. 継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前々事業年度において23,891千円の営業損失を計上し、

前事業年度においては売上高が著しく減少するとともに819,265千円の営業損失を計上している。また、当第１四半期

累計期間においても62,248千円の営業損失を計上している状況にあり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ

うな状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する

対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期財務諸表は継続企業を前

提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期財務諸表に反映されていない。

２. 四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は前事業年度の第３四半

期会計期間より、原材料の評価方法について先入先出法から移動平均法に変更したため、前第１四半期会計期間と当第

１四半期会計期間で原材料の評価方法が異なっている。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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